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１．はじめに



目的：海運業に関する諸般の調査および研究を行い、その公正、自由な事業活動を促
進し、わが国海運業の健全な発展に寄与することによって、国民生活の向上に貢
献すること

会員：１００総トン以上の船舶の所有者、賃借人ならびに運航事業者等

（平成２８年４月１日現在 １１９社）

役員：会長 工藤 泰三（日本郵船 会長）

副会長 池田 潤一郎（商船三井 社長）、 村上 英三（川崎汽船 社長）

小林 道康（JXオーシャン社長）、 小比加 恒久（東都海運 社長）

佐々木 真己（国際船員労務協会 会長）、小田 和之（常勤）

理事長 小野 芳清

所在地：＜本部＞東京（千代田区平河町）

＜支部＞欧州地区（ロンドン）、北米地区（ニュージャージー）

設立：1892（明治25）年 「日本海運業同盟会」を結成

1940（昭和15）年 海運統制令により「日本海運協会」に改組

1947（昭和22）年 GHQ示唆により解散、「日本船主協会」を創立

1948（昭和23）年 社団法人としての設立認可取得

2012（平成24）年 一般社団法人に移行

本部のある海運ビル

１‐１ 日本船主協会の概要



１‐２ オペレーターとオーナー

 自社所有船・オーナーから借りる
船舶を運航して、貨物・人を運送

⇒対価は運賃
 殆どがオーナーも兼業

 自社所有船に船員を配乗してオペ
レーターに貸し出し。船舶の保守・整
備も行う（T/C）
⇒ 対価は用船料

 船舶のみを貸し出す場合も有り（B/C）

愛媛県今治市：外航専業船
主は約65社で、830隻を保有。

愛媛県以外にも全国（主に西
日本）に存在

※国土交通省「海事レポート」、今治市ホームページ等より作成

NSﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ海運

飯野海運

共栄タンカー

乾汽船

⇒不定期船

明治海運（オーナー）

オペレーター
（船舶運航事業）

オーナー
（船舶貨渡業）

用船
契約

日本郵船

商船三井

川崎汽船

⇒定期船・不定期船



上記のほか、穀物船、木材専用船、チップ専用船、冷凍運搬船、LPG船、石
炭専用船、鉱炭兼用船、ケミカルタンカー、重量物船など様々な船がある。

＜コンテナ船＞ ＜原油タンカー＞ ＜LNG（液化天然ガス）船＞

＜鉱石専用船＞ ＜自動車専用船＞

※ SHIPPING NOWより

日本商船隊：日本のオペレーターが運航する2,000総トン以上

の外航船舶（2014年央 2,566隻）

＜日本商船隊の国籍＞

１‐３ 日本商船隊



２．外航海運の現状



主な資源の対外依存度 日本の貿易量における海上輸送の
割合

 資源に乏しい日本は「衣食住」の元となる
原材料の殆どを海外から船で輸入

 日本の輸出入のほぼ100％が海上輸送

２‐１ 主要資源の対外依存度とわが国海上輸送の割合



２‐２‐１ 日本の海上輸送における日本商船隊の積取比率

日本商船隊の積取比率

 日本商船隊は、輸入貨物の約７割、輸出入海上貨物の６割以上を輸送



２‐２‐２ 主要資源の輸入量と日本商船隊の積取比率

一次エネルギー

鉱物資源衣

食 住
パン、麺類、豆
腐、味噌、醤油
、納豆、飼料な
どの原料。食生
活の必需品。

鉄鋼部材や冷
蔵庫、自動車、
テレビ、自転車
など、あらゆる
鉄製品の原料

ガソリン、軽油、
プラスチック、合
成繊維などの

原料

衣料品の供給
にも大きく貢献。

住宅などの建
築部材など
に使用

ｴﾈﾙｷﾞｰ・

鉱物資源輸
送はわが国
の存亡に
直結

「日本商船隊」は日本の産業・国民生活に不可欠なインフラ

※ 輸送量と日本商船隊の積取比率は 国土交通省海事局調べ（2012年の数値）。LNG船の積取比率については、日本に寄航するLNG船のうち、日本の
船舶運航事業者が管理している船舶の割合（（公財）日本海事センター調べ）

8,700万t
（4割強）

1.85億t
（85.9％）

1.5万t
（11.3％）

756万t
（100％）

10.5万t
（12.6％）

1.31億t
（90.6％）

273万t
（40.9％）

597万t
（31.2％）

（上段は輸入量、括弧内は日本商船隊の積取比率）

1.80億t
（81.5％）



２‐３ 世界と日本商船隊の海上輸送量と船腹量

世界の海上輸送量と船腹量の推移 日本商船隊の輸送量と船腹量推移

 世界の海上輸送量は、105億トン

 世界の船腹量は、16億重量トン

 日本商船隊の輸送量は、10.2億トン

 日本商船隊の船腹量は、1.7億重量トン

※SHIPPING NOW等データにより作成

（百万トン） （百万重量トン）



２‐４ 世界と日本商船隊の船籍国

世界の船籍国別船腹量 日本商船隊の船籍国

 パナマ、リベリア等の便宜地籍が上位
 日本商船隊2,566隻のうち、パナマ籍が

63.6％。日本籍は7.2％。

※2013年末の数字 ※2014年央の数字



２‐５ 日本商船隊の船籍および隻数の推移

 日本籍船は1972年をピークに減少が続いていたが、2008年より増加

2,505隻
1.15億DWT

2,566隻
1.73億DWT



２‐６ 日本商船隊の保有形態

 日本商船隊のうち、日本の会社が保有・実質保有する船舶
（上記①、②、③）の割合は３/４。



※（公財） 日本海事センター調べ

 国際海事機関（IMO)
 関水康司前事務局長

International Chamber of Shipping
Representing the Global Shipping Industry

 国際海運会議所（ICS)
 諸岡正道前会長

※写真：IMO、ICSウェブサイトより

２‐７ 国別保有船腹量と船社別運航規模

国別保有船腹量

 日本商船隊の高いプレゼンスが国際場裡での発言力の高さに繋がっている

オペレーターの船舶運航規模



２‐８ 世界の商船建造量と解撤量

世界の商船建造量 世界の船舶解撤量

 日本、韓国、中国で世界の9割以上を建造

 2011年の建造量は、1億185万総トン
 インド、バングラデシュ、中国、パキスタ

ンで94％を解撤

 2012年の解撤量は、3,680万総トン



133,491 
(85%)

23,068 
(15%)

地方主要4行
の船舶融資残高
1兆4,400億円

地方主要4行のみでも
1.6～1.8兆円の建造受注残

（経済効果はその3倍の4.8～5.4兆円）

※船舶融資残高は、福岡、広島、伊予、愛媛4行の2014年3月期の数値
（日本海事新聞記事や各行公表資料より）。図は国土交通省海事局作成
の資料を利用

頭金
1～2割

3,112 
(87%)

458 (13%)

国内造船所

海外造船所

＜隻数＞ ＜千総トン＞

※いよぎん地域経済研究センター調査（2015年3月）による

地域経済への波及効果わが国オーナーが保有する

外航船の建造発注先

約9割を国内の造船所で建造

２‐９ 日本のオーナーが保有する外航船の建造発注先



２‐１０ 外航船の運航体制と日本人船員の数

外航船の運航体制 日本人船員数の推移

 外航船の乗組員は、22～24名程
 日本商船隊の乗組員は推定6万人。一番多い

のはフィリピン人船員。

 日本人船員は1974年をピークに減少



※交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフラ部会提出資料より作成（左：2005年1月のデータ。右：海洋展望7号（1996年3月）を基とする）

船舶職員経験者の職域

268

208

115

288

106

322

714

181

50

18

官庁

学校

職員養成機関

水産学校

港湾関係

保険関係

サルベージ会社

パイロット会社

各種団体

造船所

ドッグマスター

＜単位：人＞

２‐１１ 日本人船員（海技者）の職域



３．外航海運の特徴



外航海運は、制度上の参入障壁がなく、世界中の輸送需要に対し、世界中のプ
レーヤーが参加できる完全自由競争に近いマーケット。世界中で熾烈な競争が
行われている。

＜日本を中心とする海上物流ルート＞

※Shipping Nowより

３‐１ 世界単一市場
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・外航海運マーケットは、世界の政治経済情勢、景気循環、為替動向等に大きく影響

・外航海運産業が資本として使用する船舶は、投資規模が大きく、発注から竣工まで

数年を要する上耐用年数が長く、適時適切な供給調整も困難。船腹過剰に陥りやすい

＜タンカー／バルカーマーケット＞

※左図：日本船主協会調べ

政治経済等の動きに影響政治経済等の動きに影響

リーマンショック後、市況は大きく低迷リーマンショック後、市況は大きく低迷

＜世界の船舶の契約トン数と建造量（CGT）＞

好況時の発注船が
不況時に竣工

好況時の発注船が
不況時に竣工

※右図：（公財）日本海事センター調べ

単位：百万t

３‐２‐１ 外航海運マーケット①

契約トン数
（左軸）

建造量
（右軸）
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クラークソンコンテナ傭船料指数 クラークソンタンカー傭船料指数 BDI 企業向けサービス価格指数

不安定な需要と不安定な供給により用船料や運賃が決められ、激しく乱高下する市況
構造の中で、外航海運企業は生き残りを図っている

※（公財）日本海事センター作成

企業向けサービス価格指数に
比べ、海上運賃は変動が大き
い。変動係数を求めると企業
向けサービス価格指数は3.6%
であるのに対し、海上運賃は
50.7%～81.2%となる

＜海上運賃 vs. 日本の企業向けサービス価格指数＞

単位：2000年1月を100と置いた指数

３‐２‐２ 外航海運マーケット②



３‐３ 外航海運のドル建て比率

外航海運のドル建て比率と他産業
の海外売上比率の比較

対米ドルレート為替相場の推移

 外航海運のドル建て金額の比率は83％
 1980年を100とした場合、2014年の日

本円は46.7



コンテナ船運航船腹量上位20社

 大手コンテナ船社のM&Aが加速している

３‐４ 国境を越えた大型M&A

（14.12）

（16.1）

（16.6）

（16中?）



・外航海運産業が資本として使用する船舶は世界を自由に移動

・外航海運産業には工場がある訳ではなく、雇用者の海外移住

への抵抗も少ない

外航海運業所得は本社地課税のため、
本社所在地の税制が国際競争力を決定する重要な要素となる。

（写真：NYK、MOL、KLホームページより）

３‐５ 比較的容易なビジネス拠点の移動



 トン数標準税制は、運航・保有船舶のトン数を基に法人税額を算定する制度

 1996年にオランダで導入されて以降、主要海運国で次々と導入され、今や世界標準

２．世界と日本のトン数標準税制

１．トン数標準税制の課税イメージ

３‐６ トン数標準税制



 欧州各国は、欧州国家助成ガイドラインを基にトン数標準税制と船員関連助

成策を実施

 海運企業は容易に海外移転できること（footloose）が他産業との大きな相違

点であり、優遇策を必要とする最大根拠のひとつ。海事産業の運営拠点の確

保が、海事クラスターの発展促進と雇用の創出に繋がる。

 英国は海事産業のための新戦略を検討中。税制に加えて、アジアの海事都

市（星港等）や便宜置籍国に伍する事業環境を模索。

 各国とも、海事クラスター全体に裨益する海事ノウハウの蓄積のために自国

海技者（船員）の確保と育成が重要と認識。

2015年3月、欧州主要海運国（オランダ、ドイツ、デンマーク、英国）等の
トン数標準税制等の海運政策の導入背景や最新の海運政策動向を調査

＜調査結果のポイント＞

３‐７ 欧州主要海運国の外航海運政策の考え方



３‐８ 外航海運への税制措置

※海事レポート2015より



４．今後の見通し等
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※（公財）日本海事センター調べ

海上輸送量（百万MT。左軸）

世界の人口（百万人。右軸）

世界の人口と海上輸送量の推移 日本商船隊の三国間輸送量の推移

※海事レポートを基に作成

４‐１‐１ 外航海運は成長産業①

 世界の人口増加に伴い、海上輸送量も増加  三国間輸送の割合が増加



世界の海上輸送量と日本商船隊の輸送シェアの推移

※海事レポートを基に作成

４‐１‐２ 外航海運は成長産業②



日本郵船、三井物産、日本海洋掘削、川崎汽船の本邦連合
でブラジルパートナーETESCO社とともにドリルシップに共同出
資。2012年4月にペトロブラス向け傭船開始。

2010年：三井海洋開発・三井物産・三菱商事・商船三井が
ブラジル沖鉱区向けFPSO*へ参画。

2010年：日本郵船、ノルウェー船社とKnutsen NYK Offshore 
Tankers AS (KNOT)を設立。北海を中心に原油輸送用の
Shuttle Tankerを全世界に24隻配船中。

2007年に川崎汽船はノルウェーに現地パートナーと’’K’’ LINE
OFFSHORE AS(KOAS)を設立。北海・ブラジルでプラットフォー
ム支援船5隻。アンカーハンドリングタグ2隻を配船中。

（写真：日本郵船（株）、（株）国際協力銀行、川崎汽船（株）ウェブサイトより）

ドリルシップ事業

FPSO事業

シャトルタンカー事業

オフショア支援事業

*Floating Production, Storage and Offloading system: 浮体式海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備

〈
わ
が
国
外
航
海
運
企
業
の
取
り
組
み
例
〉

４‐２ 海洋エネルギー・鉱物資源開発②



※日本海事センター調べ

 わが国外航海運は、1980年代以降、市況変動を受けにくい安定的なコスト・収益構
造に向けた弛まぬ努力を継続。

 財務面において、外国有力企業に劣後傾向

４‐３ 主要船社の自己資本比率

＜主要船社の自己資本比率＞



４‐４ 海事クラスターの発展

※（公財）日本海事センター調べ。付加価値額・売上額は2010年の数字。従業者数は2009年の数字

海事産業（中核的海事産業以外）（水色）
付加価値額：7,000億円
売上高：2兆3,000億円
従業者数：5.2万人

海
事
ク
ラ
ス
タ
ー

中核的海事産業（青）
付加価値額：3兆2,000億円
売上高：10兆8,000億円
従業者数：23万人

海事産業の隣接業務・産業（緑）
付加価値額：200億円
売上高：700億円
従業者数：3千人

海事産業の関連産業（ｵﾚﾝｼﾞ）
付加価値額：3,000億円
売上高：1.0兆円
従業者数：1.5万人

海事クラスター全体 ： 付加価値額：4兆2,000億円 （GDPの約1％） 売上額：14兆2,000億円 従業者数：30万人

海事産業（中核的海事産業以外）

中核的海事産業 海事産業の関連産業

海事産業の隣接業務・産業



４‐５ 外航海運の国際競争力の強化

「『新外航海運政策』の早期実現に向けた提言」

日本船主協会は、2015年7月に提言を公表

2014年4月の官学業等関係者による勉
強会を立ち上げ、5回の勉強会を経て
提言をとりまとめ。

外航海運を国家戦略産業として位置
付け、わが国外航海運産業・日本商船
隊の国際競争力強化を明確な目的と
した施策を国家施策の最重要項目の
ひとつにすべきことをなどを提言



４‐６ 海運産業の認知度向上



５．おわりに



http://www.jsanet.or.jp

５‐１ 日本船主協会ホームページ



http://www.mlit.go.jp/statistics/file000009.html

５‐２ 海事レポート



http://http://www.jpmac.or.jp/

５‐３ 日本海事センターホームページ



ご清聴ありがとうございました。


